
公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

継続支出の
有無

平成２６年度放射
能試料測定作業請
負単価契約：1式

富田　英二　東海
管理センター長　茨
城県那珂郡東海村
白方白根2番地の4

2014年4月1日

（公財）放射線計測
協会 茨城県那珂
郡東海村白方白根
２－４

一般競争入札 ― 10,793,520 ― 公財 国所管 1

参入条件は必要最低
限の内容となってお
り、入札公告開始日か
ら開札日までの期間
についても十分確保し
ている。また、仕様書
の記載内容について
も新規参入者が業務
内容及び業務量を十
分に理解し適正な入
札価格を算出するた
めの必要な情報を記
載している。更に事業
遂行履行能力につい
ては、技術審査等によ
りて的確に審査してい
る。

有

平成26年度 放射
線測定器点検整備
作業請負単価契
約：1式

富田　英二　東海
管理センター長　茨
城県那珂郡東海村
白方白根2番地の4

2014年4月1日

（公財）放射線計測
協会 茨城県那珂
郡東海村白方白根
２－４

一般競争入札 ― 40,811,580 ― 公財 国所管 1

参入条件は必要最低
限の内容となってお
り、入札公告開始日か
ら開札日までの期間
についても十分確保し
ている。また、仕様書
の記載内容について
も新規参入者が業務
内容及び業務量を十
分に理解し適正な入
札価格を算出するた
めの必要な情報を記
載している。更に事業
遂行履行能力につい
ては、技術審査等によ
りて的確に審査してい
る。

有

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考

独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札の見直しの状況（物品・役務等）

物品役務等の名称
及び数量

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日
一般競争入札・指
名競争入札の別

（総合評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所

公益法人の場合

様式７－３



平成26年度加速器
質量分析に係る試
料前処理等の業務
請負契約：1式

飯塚　幸治　青森
研究開発センター
管理部長　青森県
上北郡六ヶ所村大
字尾駮字表舘2番
166

2014年4月1日

（公財）日本海洋科
学振興財団 東京
都台東区池之端１
－１－１

一般競争入札 ― 13,189,392 ― 公財 国所管 1

参入条件は必要最低
限の内容となってお
り、入札公告開始日か
ら開札日までの期間
についても十分確保し
ている。また、仕様書
の記載内容について
も新規参入者が業務
内容及び業務量を十
分に理解し適正な入
札価格を算出するた
めの必要な情報を記
載している。更に事業
遂行履行能力につい
ては、技術審査等によ
りて的確に審査してい
る。

有

むつ科学技術館の
運営管理業務：1式

飯塚　幸治　青森
研究開発センター
管理部長　青森県
上北郡六ヶ所村大
字尾駮字表舘2番
166

2014年4月1日

（公財）日本海洋科
学振興財団 東京
都台東区池之端１
－１－１

一般競争入札 ― 42,755,040 ― 公財 国所管 2

技術審査等により事
業者の事業遂行能力
を的確に審査してい
る。

有

「原子力技術セミ
ナー」に関する研修
運営作業：1式

村澤　通彦　敦賀
本部業務統括部長
福井県敦賀市木崎
65-20

2014年6月13日

（公財）若狭湾エネ
ルギー研究セン
ター 福井県敦賀市
長谷６４－５２－１

一般競争入札 ― 21,739,320 ― 公財 国所管 1

参入条件は必要最低
限の内容となってお
り、入札公告開始日か
ら開札日までの期間
についても十分確保し
ている。また、仕様書
の記載内容について
も新規参入者が業務
内容及び業務量を十
分に理解し適正な入
札価格を算出するた
めの必要な情報を記
載している。更に事業
遂行履行能力につい
ては、技術審査等によ
りて的確に審査してい
る。

有

レーザー切断技術
による原子力材料
切断時の粉じん挙
動データ取得・調
査：1式

村澤　通彦　敦賀
本部業務統括部長
福井県敦賀市木崎
65-20

2014年7月28日

（公財）若狭湾エネ
ルギー研究セン
ター 福井県敦賀市
長谷６４－５２－１

一般競争入札 ― 19,980,000 ― 公財 国所管 2

技術審査等により事
業者の事業遂行能力
を的確に審査してい
る。

有



環境中における線
源位置探査解析手
法の現場適用試
験：1式

鈴木　正隆　契約
部長　茨城県那珂
郡東海村村松 4 番
地49

2014年8月1日

（公財）若狭湾エネ
ルギー研究セン
ター 福井県敦賀市
長谷６４－５２－１

一般競争入札 ― 21,060,000 ― 公財 国所管 1

参入条件は必要最低
限の内容となってお
り、入札公告開始日か
ら開札日までの期間
についても十分確保し
ている。また、仕様書
の記載内容について
も新規参入者が業務
内容及び業務量を十
分に理解し適正な入
札価格を算出するた
めの必要な情報を記
載している。更に事業
遂行履行能力につい
ては、技術審査等によ
りて的確に審査してい
る。

有

照射後試験施設廃
棄物の廃棄確認に
おける共通的な放
射能評価方法の設
定に関する検討：1
式

富田　英二　東海
管理センター長　茨
城県那珂郡東海村
白方白根2番地の4

2014年8月7日

（公財）原子力バッ
クエンド推進セン
ター 東京都港区虎
ノ門１－７－６　升
本ビル３階

一般競争入札 ― 34,560,000 ― 公財 国所管 1

参入条件は必要最低
限の内容となってお
り、入札公告開始日か
ら開札日までの期間
についても十分確保し
ている。また、仕様書
の記載内容について
も新規参入者が業務
内容及び業務量を十
分に理解し適正な入
札価格を算出するた
めの必要な情報を記
載している。更に事業
遂行履行能力につい
ては、技術審査等によ
りて的確に審査してい
る。

無

レーザー照射時の
コンクリート熱的応
答試験：1式

村澤　通彦　敦賀
本部業務統括部長
福井県敦賀市木崎
65-20

2014年8月11日

（公財）若狭湾エネ
ルギー研究セン
ター 福井県敦賀市
長谷６４－５２－１

一般競争入札 ― 20,304,000 ― 公財 国所管 2

技術審査等により事
業者の事業遂行能力
を的確に審査してい
る。

有

「ふげん」の廃油等
の処理処分に関す
る処理技術の高度
化試験：1式

村澤　通彦　敦賀
本部業務統括部長
福井県敦賀市木崎
65-20

2014年8月25日

（公財）若狭湾エネ
ルギー研究セン
ター 福井県敦賀市
長谷６４－５２－１

一般競争入札 ― 13,932,000 ― 公財 国所管 2

技術審査等により事
業者の事業遂行能力
を的確に審査してい
る。

有



基礎架台コンクリー
ト等への放射性物
質等の浸透性評
価：1式

村澤　通彦　敦賀
本部業務統括部長
福井県敦賀市木崎
65-20

2014年8月28日

（公財）若狭湾エネ
ルギー研究セン
ター 福井県敦賀市
長谷６４－５２－１

一般競争入札 ― 23,976,000 ― 公財 国所管 1

参入条件は必要最低
限の内容となってお
り、入札公告開始日か
ら開札日までの期間
についても十分確保し
ている。また、仕様書
の記載内容について
も新規参入者が業務
内容及び業務量を十
分に理解し適正な入
札価格を算出するた
めの必要な情報を記
載している。更に事業
遂行履行能力につい
ては、技術審査等によ
りて的確に審査してい
る。

有

研究施設等廃棄物
発生者グループ会
合での情報整備の
実施と成果のとりま
とめ：1式

富田　英二　東海
管理センター長　茨
城県那珂郡東海村
白方白根2番地の4

2014年9月2日

（公財）原子力バッ
クエンド推進セン
ター 東京都港区虎
ノ門１－７－６　升
本ビル３階

一般競争入札 ― 14,580,000 ― 公財 国所管 2

技術審査等により事
業者の事業遂行能力
を的確に審査してい
る。

有

減容安定化処理し
た粉末形状樹脂の
均質・均一固化体
製作技術調査：1式

村澤　通彦　敦賀
本部業務統括部長
福井県敦賀市木崎
65-20

2014年9月16日

（公財）若狭湾エネ
ルギー研究セン
ター 福井県敦賀市
長谷６４－５２－１

一般競争入札 ― 23,652,000 ― 公財 国所管 1

参入条件は必要最低
限の内容となってお
り、入札公告開始日か
ら開札日までの期間
についても十分確保し
ている。また、仕様書
の記載内容について
も新規参入者が業務
内容及び業務量を十
分に理解し適正な入
札価格を算出するた
めの必要な情報を記
載している。更に事業
遂行履行能力につい
ては、技術審査等によ
りて的確に審査してい
る。

有

学会による研究開
発課題の検討：1式

鈴木　正隆　契約
部長　茨城県那珂
郡東海村村松 4 番
地49

2014年10月16日

（公財）原子力環境
整備促進・資金管
理センター 東京都
中央区月島１－１５
－７

一般競争入札（総
合）

― 13,641,480 ― 公財 国所管 1

参入条件は必要最低
限の内容となってお
り、入札公告開始日か
ら開札日までの期間
についても十分確保し
ている。また、仕様書
の記載内容について
も新規参入者が業務
内容及び業務量を十
分に理解し適正な入
札価格を算出するた
めの必要な情報を記
載している。更に事業
遂行履行能力につい
ては、技術審査等によ
りて的確に審査してい
る。

無

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。
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